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要約：本研究の目的は，学生がもつ目標志向性の種類により，どのような学修意識を経由し，それが
学修行動に関連するのかを明らかにすることである。また，文化の多様性を理解するために，日本人
学生と留学生を比較することによって，変数間の関係を明らかにする。そのために環太平洋大学経営
学部の「簿記演習［A］」の履修者を対象にし，アンケート調査を実施した。パス解析の結果，日本
人学生・留学生の群別のパスをみると，留学生ではマスタリー目標志向性をもつ学生で構成されてい
ると考えることができた。これに対し，日本人学生は，マスタリー目標志向性で科目自体に興味・関
心のある学生と残念ながら学修性無力感に陥ってしまった学生に大別することができる。したがっ
て，このことから科目の興味・関心を高めることと，自己効力感を高めるような教授法が必要である
と考えられる。
キーワード：簿記教育，パス解析，自己効力感，目標志向性，授業評価
Abstract：This study aims to clarify the goal orientation process and, therefore, understand 
how learning consciousness is related to learning behavior. In addition, to understand cultural 
diversity, we will describe the relationships between variables by comparing Japanese students 
and international students. For this purpose, we conducted a questionnaire surveying students who 
took bookkeeping courses at International Pacific University. By comparison, International students 
can be considered to be composed of students with a mastery goal orientation. On the other hand, 
Japanese students are roughly divided into students interested in the subject due to mastery goal 
orientation and students who unfortunately have fallen into learned helplessness. Therefore, it is 
considered necessary to have a teaching method that raises the interest in the subject and enhances 
self-efficacy.
Keywords： accounting education, path analysis, self-efficacy, goal orientation, student course 

evaluation

Ⅰ　はじめに

1.1　背景と目的

　社会や経済で多様化・グローバル化が加速してい
る。大学においても同様でさまざまな国の留学生が在
籍する。それは，2008年に留学生受入れを拡大するた
めの方策をまとめた「留学生30万人計画」骨子が策定

されたことが大きく影響する（文部科学省，2008）。
大学で学ぶ留学生の数は2019年５月１日時点で31万
2,214人となり，前年比4.4％増である。出身国別に留
学生数をみると，中国が一番多く，次にベトナム，
そしてネパールと続いている（日本学生支援機構，
2020）。
　多様な背景をもつ学生を意欲的に学業に向かわせる



には，学生の学修意識を理解することが必要である。
文化的背景の異なる学生を動機づけるにはどのように
すればよいのだろうか。動機づけに関する理論の１つ
に達成目標理論があり，それは「人が達成状況に対し
てなぜ異なったアプローチをするのかについて，その
背景にある信念パターンに着目して解明しようとする
考え方」（鹿毛，2013，p.54）である。この他にも動
機づけの要因の１つに自己効力感（self-efficacy）が
あげられる１）。自己効力感は達成目標理論のマスタ
リー目標と正の関係が認められており，その後の学修
行動における最も重要な予測要因であると考えられて
いる。
　そこで，本研究の目的は，どのような目標志向性２）

をもつ学生が，どのような学修意識をもち，それが学
修行動に関連するのかを明らかにすることである。ま
た，文化の多様性を理解するために，日本人学生と留
学生を比較することにより変数間の関係を明らかにす
る。

1.2　先行研究

（1）達成目標理論の意義

　 達 成 目 標 理 論（achievement goal theory） は，
1980年代に入り，目標に関する理論のひとつであり，
現在においても発展している。それは，認識された目
標志向性により，その後の行動を予測するという考え
方である。Ames & Archer（1988）により目標志向
性は，マスタリー目標（mastery goal）とパフォーマ
ンス目標（performance goal）の２つに大別された。
マスタリー目標は，自分の能力を高めることが目標で
あり，努力することに大きな価値がある。パフォーマ
ンス目標は，他人との比較で，他人より良い成績をと
ることが目標となる。できるだけ少ない努力で成功す
ることに価値がある。
　近年では，パフォーマンス目標を２つに分け
て， マ ス タ リ ー 目 標， パ フ ォ ー マ ン ス 接 近 目 標

（performance-approach goal），およびパフォーマン
ス回避目標（performance-avoidance goal）の３つの
目標志向性で論じられている。ここで接近というの
は，成功への接近，回避というのは失敗への回避を意
味している。つまり，パフォーマンス接近目標は成功
接近的な目標を，パフォーマンス回避目標は失敗回避
的な目標を意味している（村山，2003）。
　これらの目標志向性が学修行動に影響を与えるが，
マスタリー目標が学修行動と正の関係に，パフォーマ
ンス目標が学修行動と負の関係になることがみられ

る。しかし，マスタリー目標と比べて，パフォーマン
ス目標は研究によって結果が一致しないという問題も
みられる（上淵・大芦，2019）。

（2）先行研究レビュー

　海外において，目標達成理論は理論の精緻化やス
ポーツへの展開という方向に進んでいる。例えば，
理論の精緻化について，Brockbankら（2020）は，
２×２フレームワークを検討し，目標志向性の理
論的な相違にもとづきモデルを提案した。Senkoら

（2011）は，これまでの達成目標理論の改定を行い，
特にパフォーマンス目標の区別や目標の数，そして論
者による強調点の相違といった批判について理論の新
しい方向性を示している。スポーツへの展開につい
て，Hogue（2020）は，スポーツのパフォーマンスと
いう文脈で若者が成長するのを支援しようとするとき
に達成目標理論は機能する適切なフレームワークであ
ることを示唆している。Isoard-Gautheur（2013）は，
アスリートの燃え尽き症候群について，社会的，環境
的，そして個人的な要因について検討し，目標志向性
の相違により燃え尽き症候群に陥りやすいリスクの高
低を明らかにした。
　わが国においては，変数間の関係をパス解析によ
り明らかにする研究成果が多い。例えば，田中・山
内（2000）は，小学生・中学生を対象に目標志向性尺
度をアンケート調査した結果，パフォーマンス接近目
標が学修行動に正の影響をパフォーマンス回避目標が
学修工合に負の影響を与えることを明らかにした。田
中・藤田（2004）は，女子大学生を対象に３つの目標
志向性が授業評価および学修行動にどのように関連す
るのかを検討した結果，目標志向性の相違により授業
評価の仕方や学修行動が異なることを明らかにしてい
る。マスタリー目標をもつことが積極的な学修行動を
導くこと，パフォーマンス回避目標は学修行動と負の
関係になること，そしてパフォーマンス接近目標は学
修行動と正の関係が得られなかったことを明らかにし
ている。光浪（2010）は，マスタリー目標とパフォー
マンス接近目標が学修行動に正の影響を与えていた
が，パフォーマンス回避目標は負の影響を与えていた
ことを明らかにしている。このように先行研究では変
数間の関係をパス解析により明らかにすることが多く
みられる。そこで，本研究においても，目標志向性，
学修行動，自己効力感，および授業評価の関連につい
てパス解析を実施し検討する。
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Ⅱ　研究方法

2.1　手続き

　環太平洋大学経営学部において，2020年度後期（９
月～翌年１月）に実施された「簿記演習［A］」の履
修者を対象として意識調査を行った。授業は，半期制
で１コマ90分の全15回（オンデマンド型授業）であ
る。最終回にGoogle Formsを利用し，アンケート調
査を実施した。
　本調査では，108名｛日本人学生 60名（55.6%），留
学生48名（44.4%）｝を対象とした。収集されたデータ
はIBMⒸSPSSⒸStatistics ver.26により統計処理が行
われた。なお，アンケート調査を実施するにあたり，
大学の研究倫理規定を遵守している。

2.2　質問項目

　授業評価アンケートの項目については，斉田
（2012）および谷口（2013）を参考に作成した。目標
志向性尺度については，Elliot & Church（1997）が
開発した測定尺度を参考に使用した。学修行動尺度に
ついては，中谷（1998）および石田・川村（2008）を
参考にして作成した。簿記の自己効力感尺度について
は，松沼（2004）を参考に作成した。なお，すべての
質問項目（附表Ⅰ）について６件法で回答を求めた。

Ⅲ　結果

3.1　因子分析

　６件法の質問項目に対して主因子法・Promax回転
による因子分析を行った。

（1）　授業評価アンケート

　分析の結果，初回で固有値の変化（13.69, 1.18, 0.94, 
0.60, 0.39, …）から２因子の構造が確認された。その
際，十分な因子負荷量を示さなかった質問項目No.18
が判明したので，それを除外し残りの18項目に対して
再度主因子法・Promax回転による因子分析を行うこ
ととした。その結果，最終的な因子パターン，および
質問項目の平均値と標準偏差を表１に示した。なお，
回転前の２因子で18項目の全分散を説明する割合は
81.9％であった。
　第１因子は９項目で構成されており，「課題を毎回
提出している」や「課題の提出期限を守ることができ
ている」といった項目が高い負荷量を示していたの
で，これを学修意欲因子と呼ぶことにする。第２因

子は９項目で構成され，「課題以外にも予習や復習を
行っている」や「この授業を楽しみにしている」と
いった項目に関して高い負荷量を示していたので，こ
れを期待感因子と呼ぶことにする。内部整合性を検討
するために，各因子のCronbachのα係数を算出した。
学修意欲因子α＝.97，期待感因子α＝.90となり十分
に高い値を得られた。なお，授業評価アンケートの意
味合いから授業満足度（以下，満足度という）を高め
るような授業改善を目指すため，質問項目No.20を独
立させた（谷口，2013）。

（2）　目標志向性尺度

　分析の結果，固有値の変化（9.19, 1.96, 1.08, 0.86, 
0.67, …）から３因子の構造が確認された。最終的な
因子パターンと因子間相関，および質問項目の平均値
と標準偏差を表２に示した。なお，回転前の３因子で
17項目の全分散を説明する割合は71.9％であった。
　第１因子は９項目で構成されており，「私にとって，
周りのみんなよりもよくできると思われることは重
要」であったり，「家族や友達，ほかの人たちによく
できると思われるように，良い成績を取りたい」と
思っていたりする項目が高い負荷量を示していたの
で，先行研究と同様に，これをパフォーマンス接近目
標因子と呼ぶことにする。第２因子は６項目で構成

表１　授業評価アンケート
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され，「授業の内容をできるだけしっかりとわかるよ
うにすることは，私にとって大切なこと」であった
り，「授業中，できるだけたくさんのことを勉強した
い」と思っていたりする項目に関して高い負荷量を示
していたので，これをマスタリー目標因子と呼ぶこ
とにする。第３因子は２項目で構成され，「授業で悪
い成績をとる可能性ついて心配してしまう」であった
り，「『悪い成績をとってしまったらどうしよう』と考
えることがよくある」と思っていたりする項目に関し
て高い負荷量を示していたので，これをパフォーマン
ス回避目標因子と呼ぶことにする。内部整合性を検討
するために，各因子のCronbachのα係数を算出した。
パフォーマンス接近目標因子α＝.93，マスタリー目
標因子α＝.91，およびパフォーマンス回避目標因子
α＝.83となり十分に高い値を得られた。

（3）　学修行動尺度

　分析の結果，初回で固有値の変化（9.56, 1.76, 0.62, 
0.54, 0.38, …）から１因子の構造が確認された。そ
の際，十分な因子負荷量を示さなかった質問項目
No.13・15が判明したので，それらを除外し残りの13
項目に対して再度主因子法・Promax回転による因子
分析を行うこととした。その結果，最終的な因子パ
ターン，および質問項目の平均値と標準偏差を表３に

示した。なお，回転前の１因子で13項目の全分散を説
明する割合は73.5％であった。

表３　学修行動尺度

　第１因子は13項目で構成されており，「わからない
問題があるときには，教科書やノートなどをすみずみ
まで読んで，分かるように」したり，「問題の意味が
わかりにくい時は，その問題がわかるまでよく読」ん
だりする項目が高い負荷量を示していたので，先行研
究と同様に，これを学修行動因子と呼ぶことにする。
内部整合性を検討するために，因子のCronbachのα

係数を算出した。学修行動因子はα＝.97であり，十
分に高い値を得られた。

（４）　自己効力感尺度

　分析の結果，初回で固有値の変化（6.19, 0.64, 0.31，
0.24, 0.21, …）から１因子の構造が確認された。その
結果，最終的な因子パターン，および質問項目の平均
値と標準偏差を表４に示した。なお，回転前の１因子
で８項目の全分散を説明する割合は77.3％であった。
　第１因子は８項目で構成されており，「簿記の授業
で与えられた問題を正解することができる」や「簿記
の学修内容についてたくさんのことを知っている」と
思っている項目が高い負荷量を示していたので，先行
研究と同様に，これを自己効力感因子と呼ぶことにす
る。内部整合性を検討するために，因子のCronbach
のα係数を算出した。自己効力感因子は，α＝.96であ
り，十分に高い値を得られた。

3.2　平均の差の検定（t検定）

　因子の日本人学生・留学生間の比較を行うために，

表２　目標志向性尺度
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標準偏差から等分散とみなされるのでt検定を実施
し，表５に示した（df（自由度）＝106，＊. p＜.05，＊＊. 
p＜.01）。その結果，学修意欲（t ＝2.14＊），期待感

（t＝2.99＊＊），マスタリー目標（t＝3.20＊＊），パフォー
マンス接近目標（t＝2.64＊＊），学修行動（t＝3.71＊＊），
自己効力感（t＝3.82＊＊），および満足度（t＝2.69＊＊）
について日本人学生より留学生の方が有意に高い得点
を示していた。

表５　平均値，標準偏差，t値

3.3　相関分析

　附表Ⅱのａ．相互相関（全体）に示された全体
データの相互相関について，抽出された７つの因子
と満足度および留学生（ダミー変数＝日本人学生
０，留学生１）の２つの変数を追加し相関分析を行っ
た（Pearsonの相関係数r）。その結果，留学生とパ
フォーマンス回避目標の関係（r＝.11）のみが有意と
はならなかった。他の因子間において有意になり正の
関係となった。
　次に，日本人学生・留学生別の分析を行った（附
表Ⅱb．群別相互相関）。有意な相関関係が認められ
なかったのは，日本人学生における自己効力感とパ
フォーマンス回避目標（r＝.05），満足度とパフォー
マンス接近目標（r＝.29），および満足度とパフォー
マンス回避目標（r＝.10）の３つの関係であった。こ
れら以外の関係は日本人学生・留学生とも有意となり

正の関係になった。

3.４　変数間のパスの検討

（1）　全体データの分析

　学生のもつ目標志向性の種類により，どのような学
業意識３）を経由して学修行動に影響するのかという
変数間のパスを検討するために，探索的なパス解析を
実施した。全データ（n＝108）を対象として分析し，
結果を図１に示した。分析にはAmos ver.26を使用し
た。分析の結果，モデルの適合度はあまりよくなかっ
たが，因果関係を知るために図には重決定係数R2，
標準化係数β，および解析したパスを示している。

出所：筆者作成，＊. p<.05，＊＊. p<.01。
図１　パス解析

　目標志向性から学業意識へのパスにおいて，満足度
は，マスタリー目標（β＝.84＊＊）から大きな影響を受
けており，パフォーマンス回避目標（β＝-.18＊）か
らは負の影響を受けている。期待感および学修意欲
は，マスタリー目標（β＝.91＊＊，.91＊＊）から大きく
影響を受け，そのほかの目標志向性からの有意なパス
は認められなかった。自己効力感は，マスタリー目標

（β＝.64＊＊）とパフォーマンス接近目標（β＝.28＊＊）
から正の影響を受け，パフォーマンス回避目標（β＝
−.25＊＊）からは負の影響を受けている。
　それぞれの学業意識から学修行動へのパスにお
いて，学修行動は，期待感（β＝.26＊＊），学修意欲

（β＝.27＊＊）から同程度の影響を受け，自己効力感
（β＝.43＊＊）からはより大きく影響を受けている。
　マスタリー目標は期待感・学修意欲・自己効力感
を，パフォーマンス接近目標は学修意欲を，パフォー
マンス回避目標は自己効力感を経由して学修行動に影
響を与えていた。

（2）　日本人学生・留学生別の分析

　日本人学生と留学生との群別にパス解析を行った。
分析の結果，モデルの適合度はあまりよくなかった

表４　自己効力感尺度
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が，因果関係を知るために群別のパスを図２に示し
た。目標志向性から学修意識のパスで共通すること
は，両群ともマスタリー目標から満足度・期待感・
学修意欲・自己効力感に影響を与えていること，パ
フォーマンス接近目標からどの変数も影響を受けてい
ないことである。相違点は，日本人学生において，パ
フォーマンス回避目標から期待感（β＝-.22＊），自己
効力感（β＝-.34＊＊）へ負の影響を与えていることで
ある。留学生においては，これらの関係について有意
となるパスが認められなかった。
　それぞれの学修意識から学修行動のパスで共通する
ことは，満足度から有意となるパスがみられないこと
である。相違点は，日本人学生において，学修行動が
期待感（β＝.35＊＊），学修意欲（β＝.42＊＊），自己効力
感（β＝.27＊＊）の３変数から影響を受けているのに対
し，留学生においては，期待感（β＝.26＊＊），自己効
力感（β＝.43＊＊）の２変数から影響を受けていること
である。
　日本人学生と留学生との間でパス係数に差があるか
を検討するための検定を行った。その結果，学修意欲
から学修行動（z＝3.77，p＜.001），自己効力感から
学修行動（z＝3.45，p＜.001）の２つのパスにおいて
有意差が認められた。

Ⅳ　考察

　本研究の目的は，学生がもつ目標志向性の種類によ
り，どのような学修意識を経由し，学修行動に影響を
与えているのかを明らかにすることであった。また，
文化の多様性を理解するために，日本人学生と留学生
を比較することによって，変数間の関係を明らかにし
た。t検定では，総じて日本人学生より留学生の方が
有意に高い得点を示していた。留学生の方が学修に対
して意欲的であることが明らかになった。
　相関分析の結果，日本人学生における自己効力感と
パフォーマンス回避目標，満足度とパフォーマンス接
近目標，および満足度とパフォーマンス回避目標の３
つの関係で有意な相関関係が認められなかった。こ
れら以外の関係は有意となり正の関係になった。パ
フォーマンス接近−回避目標志向性をもつ日本人学生
は，満足度を得られない可能性がある。つまり，日本
人学生は他人と比較し競争することが苦手であるかも
しれない。また，自己効力感とパフォーマンス回避目
標は相反する変数であるが，ほぼ無相関となった。
　変数間のパスの検討では，全体データにおいて，
目標志向性から学業意識へのパスにおいて，満足度
は，マスタリー目標から大きな影響を受けており，パ
フォーマンス回避目標からは負の影響を受けていた。
期待感および学修意欲は，マスタリー目標から大き
く影響を受けていた。自己効力感は，マスタリー目
標とパフォーマンス接近目標から正の影響を受け，パ
フォーマンス回避目標からは負の影響を受けていた。
それぞれの学業意識から学修行動へのパスにおいて，
学修行動は，期待感，学修意欲，および自己効力感か
ら影響を受けていた。
　マスタリー目標は期待感・学修意欲・自己効力感
を，パフォーマンス接近目標は学修意欲を，パフォー
マンス回避目標は自己効力感を経由して学修行動に影
響を与えていた。先行研究（Elliot & Church, 1997；
田中・山内，2000；光浪，2010）によれば，マスタ
リー目標とパフォーマンス接近目標は学修行動を促進
させ，パフォーマンス回避目標は学修行動を抑制させ
ることが明らかになっている。しかし，本研究におい
て，マスタリー目標が学修行動を促進させることは確
認された一方で，パフォーマンス接近目標は学修意欲
に正の影響を，パフォーマンス回避目標は自己効力感
に負の影響を与えつつ，最終的に学修行動に影響を及
ぼすことが判明した。
　日本人学生・留学生の群別の検討において，パス係

 
 
 
 
 
  

マスタリー目標 パフォーマンス接近目標 パフォーマンス回避目標 

期待感 満足度 自己効力感 学修意欲 

学修行動 

R2 =.46 

.79＊＊ .95＊＊ 

.85＊＊ .59＊＊ 

-.34＊＊ 
-.22＊ 

.35＊＊ .42＊＊ .27＊＊  

R2 =.70 R2 =.63
R2 =.32

R2 =.68 

（日本人）

図２　日本人学生・留学生別のパス解析

（留学生）

出所：筆者作成，＊. p<.05，＊＊. p<.01。
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数に差の検定を行った結果，学修意欲から学修行動，
自己効力感から学修行動の２つのパスにおいて有意差
が認められた。つまり，日本人学生では学修意欲から
学修行動へパスが認められる反面，留学生では認めら
れなかった。それと学修行動は自己効力感から影響を
受けているが，留学生と比べて日本人学生の場合，よ
り弱く影響を受けている。これは，パフォーマンス回
避目標の影響を受けているものと考えられる。つま
り，失敗することが怖いので，それだったら最初から
行動はしないという行動を選択し，学修行動への影響
が弱くなっている可能性がある。これは過去の経験に
より学修性無力感に陥っている可能性も考えられる。
学修性無力感から抜け出すためには自己効力感を高め
るような教授法が必要である。そのためにはスモール
ステップによる知識・技術修得が有効であると思われ
る（手嶋，2018）。
　日本人学生・留学生の群別のパスをみると，日本人
学生は，マスタリー目標志向性で科目自体に興味・関
心のある学生と残念ながら学修性無力感に陥ってし
まった学生に大別することができる。これに対し，留
学生ではマスタリー目標志向性をもつ学生で構成され
ていると考えることができる。したがって，このこ
とから科目の興味・関心を高めることと，自己効力感
を高めるような教授法が必要であると考えられる（手
嶋・金川，2019）。

Ⅴ　おわりに

　本研究の成果は，マスタリー目標が学修行動を促進
させ，パフォーマンス回避目標が学修行動を抑制する
ことを明らかにしたことである。また，日本人学生に
おいては，大別してマスタリー目標志向性とパフォー
マンス回避目標志向性をもつ学生がいることに対し，
留学生においてはマスタリー目標志向性をもつ学生で
構成されていることが特徴づけられた。これは，多様
な文化的背景をもつ学生の理解に役立つものであると
考える。
　教育的な示唆としては，第１に学生に興味を持た
せ，教科そのものを学修したいと思わせることが日本
人学生・留学生共に重要である。第２に，学修行動に
負の影響を与える変数を醸成しないことが重要とな
る。失敗の繰り返しにより期待をもてない状態にさせ
たり，成功を回避する行動を促進させたりしないこと
である。そして，これらと同時に自己効力感を育むこ
とが重要となる。具体的には，小テスト等により能力

を測定・フィードバックすること，そしてその能力を
段階的にレベルアップすることができる教授法が求め
られる。
　本研究の結果は，先行研究の一部を支持すること
ができたが，直ちに一般化できるものではない。パ
フォーマンス接近目標について有効となるパスが解明
できなかった。したがって，今後の課題として，究明
するパスに新たな変数を取り入れた探求的な検討が必
要になる。

注
１） 自己効力感は，Bandura（1977）により提唱され

た概念である。それは将来自分がうまくやれると
いう期待もち，それをコントロールできる感覚で
ある。

２） 目標志向性は，「主に快を求め，不快を避けること
（正の目標に接近し，負の目標を回避すること）」
である（上淵・大芦，2019，p.2）。

３） ここで，学業意識は満足度，期待感，学修意識，
および自己効力感を総合し，学業に対してどのよ
うな意識を持っているかという概念である。
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附表Ⅰ

ａ．授業評価アンケート ｂ．目標志向性尺度

ｃ．学修行動尺度 ｄ．自己効力感尺度
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附表Ⅱ

ａ．相互相関（全体）

ｂ．群別相互相関
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